
 機関誌  商商業業施施設設  ／ 媒体資料 

機関誌「商業施設」は、商業施設士 資格者へ配布している情報誌です 

＜創  刊＞ 昭和 48(1973)年 

＜発行部数＞ 5,000部 

〔内訳〕 商業施設士資格者 3,400部 

賛助会員 100部 

認定校 400部 

団体会員関係 300部 

関係官庁 300部 

その他、購読者 500部 

＜判  型＞ A4判（天地 297mm・左右 210mm） 50～70 ページ 

＜購 読 料＞ 年間購読 6,500 円 

＜発行形態＞ 年間 6回発行（偶数月 5日発行） 

＜広告料金＞ 中面 カラー1 頁 130,000円 

中面 白黒 1頁 100,000円 

記事中 白黒 1/2 頁 60,000円 

記事中 白黒 1/3 頁 40,000円 

＜掲載スケジュール＞ 発刊月の前月 1日締め切り。 

(例)  8月 5 日発刊分に掲載の場合、 

7 月 1 日までにデータ（もしくは完全版下）入稿 

--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・-- 

社団法人 商業施設技術者・団体連合会 

経済産業省・国土交通省 所管  経済産業省 製造産業局 住宅産業窯業建材課 

国土交通省 住宅局 建築指導課 

昭和48年5月、関係団体協議会の積極的な活動により、昭和49年４月、商業施設士制度が誕生。また、

同時に関係10団体が結集して、｢全国商業施設関係団体連合会｣を創立。昭和51年３月に至って、通商産

業省・建設省許可による「社団法人 商業施設技術団体連合会」を設立。平成13年8月に「商業施設技術

者・団体連合会」と改名し、業界の調査・研究・情報資料の収集提供・技術普及・教育を事業目的とし

て活動。 



 

商業施設士 資格制度 

昭和49年に発足した､商業施設士資格者認定事業は､平成元年通商産業大臣・建設大臣認定事業（現在

は本会認定）として､商業施設の構成技術､単なる店づくりに止まらず､地域コミュニティを有する商業

施設､商店街全体の活性化､街づくりを担う分野にまで発展し､流通革新に伴う新たな商業環境のニーズ

に応えて､有資格者累計6,000名を送り出しています。 

商業施設士は、人々が日常利用している、あらゆる商業施設の、運営・管理システムや、店舗の構成・

デザインなどを、総合的に計画して、監理までを行うすぐれた専門家です。 

楽しく安全な街、情報の行き交う賑わいのある街、そして地域の文化、歴史、風土などを生かした豊か

で質の高い街づくりを、具体化することを求められる社会的に大きな役割を持つ重要な資格 (職業)です。 

中央・地方の公的機関から、店舗設計を行うデザイン事務所や設計事務所、あるいはマーケティング・

コンサルテーションを行うコンサルタント事務所などの個人事務所、建設会社、設計・施工会社、大手の

ディスプレイ業(例:㈱乃村工藝社、㈱丹青社、等々)およびコンサルタント・カンパニー等に勤務している

方が多くいます。中には、広告代理店や百貨店、さらには道路公団関係、ＪＲ関係の会社など、多くの職

場で活躍しています。 

一方、東京都の場合、江東区の「江東区魅力ある街づくり商業施設士派遣制度」、墨田区の「魅力ある個

店づくり応援隊事業」、北区の「モデルショップ事業の診断員派遣制度」等々における診断指導や、中小企

業基盤整備機構の「商店街活性化シニアアドバイザー」及び「中心市街地活性化の指導者、タウンマネー

ジャー」としても登録し活躍しています。 

さらに、商工会議所の「エキスパート指導員」などのように、地方自治体等からの依頼で店舗設計を行

うこともあれば、個別のお店や大規模な複合商業施設の指導や企画・設計を依頼されることもあり、実力

次第で活躍の幅も大きく広がってきています。 

また平成12年より、全国のデザイン・インテリア・建築系の大学・短大・専門学校・スクールを対象

とした本会認定校制度を行い、同校卒業生（見込み者を含む）に商業施設士補資格制度を実施し、約

15,000名の資格者が誕生しています。（平成21年10月現在、認定校167校222課程） 

--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・-- 

商業施設士資格認定校 

北 海 道 11校 16課程 

東  北 14校 18課程 

関東甲信越 47校 70課程 

東  海 20校 28課程 

近  畿 39校 51課程 

中  国 12校 16課程 

四  国 4校  7課程 

九  州 16校  18課程 

--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・--・-- 

社団法人 商業施設技術者・団体連合会 会員組織 

◆団体会員 

  全国商環境設計装備協同組合 

  協同組合日本店装チェーン 

  社団法人日本ディスプレイ業団体連合会 

  日本マネキンディスプレイ商工組合 

  社団法人日本商環境設計家協会 

  社団法人日本ディスプレイデザイン協会 

  社団法人北海道商業施設技術協会 

  一般社団法人日本インテリアプランナー協会 

  社団法人日本インテリアデザイナー協会 

  社団法人日本サインデザイン協会 

  社団法人インテリア産業協会 

  一般社団法人ＬＥＤ光源普及開発機構 

◆賛助会員  40社 

● お申し込み・お問い合わせ ―――― 

社団法人 商業施設技術者・団体連合会 
事務局 機関誌「商業施設」 係 

東京都港区芝 5丁目 26番 20号 
建築会館   （〒108-0014） 

TEL:03-3453-8103 FAX:03-3453-8109 
E-mail: info@jtocs.or.jp 


